
保
険
証

８
月
か
ら
だ
い
だ
い
色
に
な
り
ま
す

　

７
月
下
旬
に
、
８
月
１
日
か

ら
使
え
る
新
し
い
後
期
高
齢
者

医
療
制
度
の
保
険
証
を
送
付
し

ま
す
。
８
月
以
降
は
新
し
い
保

険
証
を
提
示
し
て
く
だ
さ
い
。

　

８
月
に
な
っ
て
も
新
し
い
保

険
証
が
届
か
な
い
場
合
は
、
問

い
合
わ
せ
て
く
だ
さ
い
。

負
担
割
合
は
毎
年
判
定
し
ま
す

　

医
療
機
関
で
の
負
担
割
合
（
１

割
・
３
割
）
は
、
前
年
の
所
得

に
よ
り
判
定
し
て
い
ま
す
。
新

し
い
保
険
証
か
ら
、
負
担
割
合

が
変
更
に
な
る
場
合
が
あ
り
ま
す
。

限
度
額
適
用
・ 

標
準
負
担
額
減
額
認
定
証

　

す
で
に
認
定
証
を
持
っ
て
い

て
、
引
き
続
き
対
象
と
な
る
人

に
は
、
新
し
い
認
定
証
を
保
険

証
に
同
封
し
て
送
付
し
ま
す
。

申�

請
方
法　

保
険
証
と
印
鑑
、

マ
イ
ナ
ン
バ
ー
カ
ー
ド
ま
た

は
通
知
カ
ー
ド
を
持
参
し
て

申
請
し
て
く
だ
さ
い
。

申
請
・
問
い
合
わ
せ
先

市
民
課
医
療
保
険
係
（
☎
４

３-

７
１
３
７
）
ま
た
は
上
下

支
所
市
民
生
活
係
（
☎
６
２-

２
１
１
４
）

　

総
合
的
な
社
会
保
障
の
充
実

策
や
世
代
間
の
公
平
の
観
点
な

ど
に
よ
り
、
保
険
料
の
軽
減
特

例
の
見
直
し
が
今
年
度
か
ら
段

階
的
に
行
わ
れ
ま
す
。

保
険
料
額
決
定
通
知
書
は 

７
月
中
旬
に
送
付
し
ま
す

　

保
険
料
額
決
定
通
知
書
を
７

月
中
旬
に
送
付
し
ま
す
。

　

令
和
元
年
度
の
後
期
高
齢
者

医
療
保
険
料
は
、
平
成
30
年
中

の
所
得
を
基
に
計
算
し
て
い
ま
す
。

　

保
険
料
の
支
払
い
方
法
は
、

原
則
、
公
的
年
金
か
ら
の
天
引

き
に
な
り
ま
す
。
た
だ
し
、
新

た
に
後
期
高
齢
者
医
療
制
度
に

加
入
し
た
人
な
ど
は
、
一
定
の

期
間
、
保
険
料
を
納
付
書
な
ど

で
納
付
し
て
い
た
だ
く
場
合
が

あ
り
ま
す
。

問�

い
合
わ
せ
先　

広
島
県
後
期

高
齢
者
医
療
広
域
連
合
業
務

課
（
☎
０
８
２-

５
０
２-

３

　

０
６
０
）
ま
た
は
市
役
所
税

　

務
課
（
☎
４
３-

７
１
２
１
）

更新
します

保
険
証

限
度
額
適
用
・
標
準

負
担
額
減
額
認
定
証

申請
が必要です

新
た
に
限
度
額
適
用

認
定
証
な
ど
の
対
象

に
な
る
人

後期高齢者医療制度

75歳以上の人と、65歳以上の人で

一定の障害があると認められた人

を対象とした医療制度です。

変更
します
保
険
料
の

均
等
割
額
の
軽
減

令和元年度　保険料の軽減均等割額

世帯内の被保険者と世帯主の
平成30年中所得の合計額

軽減後の均等割額

33万円以下
の場合

下記以外の場合
8.5割軽減　6,825円／年
※来年度は7.75割軽減。

世帯内の被保険全員の所得
額が０円となる場合。ただ
し、公的年金の所得は控除
額を80万円として計算する。

８割軽減　9,100円／年
※来年度は７割軽減。

「33万円＋28万円×世帯内の被保険者数」
以下の場合

５割軽減　22,750円／年

「33万円＋51万円×世帯内の被保険者数」
以下の場合

２割軽減　36,400円／年

▽ �65歳以上の公的年金等控除の適用がある人は、公的年金等に関す
る所得から15万円を限度として控除します。ただし、65歳の障害
者認定の人は問い合わせてください。

▽ �専従者控除、居住用財産や収用により譲渡した場合などの課税の
特例の適用はありません。

▽所得の申告がない場合は、軽減されないことがあります。

７月に保険料額決定通知書と
新しい保険証を送付します

市民税非課税世帯の人

限度額適用・標準負担額
減額認定証の交付

窓口負担が自己負担限度額ま
でになり、食費が減額されます。

課税所得が145万円以上690万円
未満の人とその同一世帯の人

窓口負担が自己負担限度
額までになります。

限度額適用認定証の交付

認定証を申請

入院時に窓口に認定証を提示

認定証を申請

所得割額＝（総所得金額等－33万円）×8.76％
※総所得金額等は、「年金収入－公的年金控除」
などで、社会保険料控除などの各種所得控除前
の金額です。

令和元年度年間保険料額 （限度額62万円）

均等割額
45,500円

所得割額
所得割率8.76％＋
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